
平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

 

財
政
課
長

185,399
(185,399)

要
求

183,935
(183,935)

総
務
部
長

 

財
政
課
長

1,486,896
(9,078)

要
求

1,490,149
(9,096)

本庁舎等耐震改修事業
費

広報活動費

2,325,808
(4,185)

県有建築
物南海地
震対策基
金

総務部

広報広聴課

　番組制作放送委託料の民放テレビ特別番組の単価の精査
を行いました。
　また、予算要求時には民放テレビ特別番組の拡充に伴い
放送回数を週2回から週1回に削減していた民放ラジオの対
談番組について、広報効果等を再検討し放送回数を復元し
ました。

172,778
(172,778)

　県民との対話に基づいた県政を推進するため、県政
の動きを広く県民に伝える広報活動を実施する。

　広報紙編集等委託料　35,061千円
　・委託先：編集等 デザイン会社、配布 市町村

　新聞広告制作委託料　1,329千円
　・委託先：広告代理店等

　番組制作放送委託料　71,819千円
　・委託先：県内民放テレビ・ラジオ放送局

　県ポータルサイト運用保守委託料　4,631千円
　・委託先：未定
　
　インターネット動画配信事業委託料　7,067千円
　・委託先：未定

　事務費　65,492千円
　・需用費、役務費等

185,399
(185,399)

　南海地震発生時に来庁者と職員の安全確保を図ると
ともに、災害復旧拠点となる本庁舎等の耐震改修工事
を行う。

　耐震改修等工事請負費　　1,423,170千円
　・請負先：民間事業者

　耐震改修工事監理等委託料　34,344千円
　・委託先：民間事業者

　営繕事務費　          　 29,382千円

総務部

管財課

1,486,896
（9,078）

要求と査定過程

　営繕事務費の精査を行いました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

19,615
(19,615)

財
政
課
長

[保留]
[16,690]

[(16,690)]

要
求

9,847
(9,847)

総
務
部
長

財
政
課
長

13,965
(13,965)

要
求

13,965
(13,965)

総
務
部
長

[保留]
[94,600]

[(94,600)]

財
政
課
長

[保留]
[183,500]

[(183,500)]

要
求

128,000
(128,000)

危機管理部

危機管理課

　管財課が予算要求している本庁舎耐震化工事事業におけ
る改修等との経費負担を精査するとともに、危機事象へ迅
速な対応を図るため、整備場所を当初予定の本庁舎4階か
ら、防災作戦室等と同じ3階に変更しました。

要求と査定過程

新規 24時間即応体制経費
（職員による宿日直体
制構築にかかる経費）

19,615
(19,615)

　危機事象に対して職員が24時間即応できる体制（平
成24年4月開始予定）を確保するため、本庁舎3階に宿
日直室を整備する。

　職員による宿日直体制構築にかかる経費
                               19,615千円
　・設計委託料　　　　　　　 1,297千円
　・宿日直室整備工事請負費　17,148千円
　・事務費　                 1,170千円
　　需用費等

南海地震長期浸水対策
推進事業委託料

2,740
(2,740)

13,965
(13,965)

　高知市の長期浸水被害から速やかに復旧・復興する
ための対策を検討し、総合的な防災対策を提案する。

　南海地震長期浸水対策推進事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　13,965千円
　・委託内容：検討会の開催、止水・排水対策
　　　　　　　等の課題の整理や調査分析を
　　　　　　　行う
　・契約方法：一般競争入札

危機管理部

地震・防災課

　要求どおり。

みんなで備える防災総
合補助金

130,500
（130,500）

111,600
（111,600）

　南海地震など大規模な災害に備えるため、地域にお
ける自主的な防災対策を支援する。
　
　みんなで備える防災総合補助金
　　　　　　　　　　　    111,600千円
　・事業主体及び補助先：市町村等
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：（ソフト）自主防災組織活動支援等
　　　　　　　（ハード）緊急用ヘリコプター離着
　　　　　　　陸場整備、避難標識等サイン設置等

危機管理部

地震・防災課

　財政課長査定では、防災対策に津波避難対策も含め補助
を行う方向で、積算等の精査を行いましたが、部長査定
で、防災対策の支援を目的別に精査し、主に地域住民が主
体となる防災活動等への補助に対象を絞りました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[100,000]

[(100,000)]

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

100,000
(100,000)

新規 津波避難対策推進事業
費補助金

100,000
(100,000)

　津波避難に必要なソフト・ハード対策を総合的に推
進する。
　
　津波避難対策推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　    100,000千円
　・事業主体及び補助先：市町村
　・補助率：2/3以内
　・補助対象：（ソフト）津波避難計画策定支援等
　　　　　　　（ハード）津波避難タワー整備等

危機管理部

地震・防災課

　津波避難対策の加速化を図るとして、補助対象、補助
率、積算を精査し、津波避難対策に特化した補助金として
予算計上することにしました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過
程

要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[9,687]

[(9,687)]

財
政
課
長

[保留]
[9,687]

[(9,687)]

要
求

13,330
(13,330)

総
務
部
長

[保留]
[77,002]

[(77,002)]

財
政
課
長

[保留]
[56,726]

[(56,726)]

要
求

96,952
(96,952)

　補助基準額を精査し、事業の仕組み及び補助率を見直し
ました。
　改正点として、未受診者への郵送による受診勧奨事業の
追加や利便性向上事業の要件緩和、検診会場への送迎を追
加しました。

　補助基準額を精査しました。
　改正点として、住民組織の活用の強化、がん検診の実態
に即した再度勧奨事業への見直し、また、新たに利便性向
上事業（受診機会の増加に対する補助）を創設しました。

　40～50歳代への個別通知など市町村が行うがん検診
の受診促進の取り組みを支援する。

　がん検診受診促進事業費補助金　77,002千円
　・補助先：市町村
　・補助率：定額
　・補助対象：がん検診の受診勧奨に要する経費

健康政策部

健康対策課

拡充 特定健康診査受診促進
事業費補助金

8,610
(8,610)

7,236
(7,236)

　特定検診受診勧奨事業に要する経費に対して補助す
る。

　特定健康診査受診促進事業費補助金　7,236千円
　・補助先：市町村
　・補助率：定額（受診勧奨事業）、
　　　　　　1/2（利便性向上事業）
　・補助対象：受診勧奨事業及び受診機会の増加
              に要する経費

健康政策部

健康長寿政策課

拡充 がん検診受診促進事業
費補助金

57,280
(57,280)

77,002
(77,002)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過
程

要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[4,400]

[(4,400)]

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

4,400
(4,400)

総
務
部
長

財
政
課
長

2,019,155

要
求

2,025,255

　事業メニューの統合や補助率について協議、精査しまし
た。

　医学生・研修医の高知県内研修事業の必要額を精査しま
した。

健康づくり団体育成支
援事業費補助金

4,400
(4,400)

　市町村と健康づくり団体が連携して受診勧奨等に取
り組む事業を支援する。

　健康づくり団体育成支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,400千円
　・補助先：市町村
　・補助率：定額（事業費のうち20万円以内）
　　　　　　1/2（事業費のうち20万円を超え50万
　　　　　　円以内）
　・補助対象：地域の健康づくり団体の育成及び活
　　　　　　　性化に要する経費

健康政策部

健康長寿政策課

拡充 高知県地
域医療再
生臨時特
例基金

高知県地域医療再生事
業費補助金

253,096 2,019,155 　医師の確保・養成等のため、中長期的な対策と即効
性のある施策を推進するため、高知医療再生機構に必
要な経費を助成する。

　高知県地域医療再生事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　2,019,155千円
　・補助先：高知医療再生機構
　・補助率：定額
　・補助対象：・本県へ赴任する医師への研修修学
　　　　　　　　資金の支給
　　　　　　　・医療再生機構による医師の雇用・
　　　　　　　　派遣事業
　　　　　　　・県外私立大学への寄附講座の設置
　　　　　　　　による当該大学から本県への医師
　　　　　　　　派遣
　　　　　　　・医師斡旋業者を活用した医師確保
　　　　　　　　事業
　　　　　　　・高知大学地域医療教育研修拠点施
　　　　　　　　設支援
　　　　　　　　など若手医師のレベルアップ事業
　　　　　　　・指導医育成・確保事業

健康政策部

医師確保推進課

新規
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過
程

要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

540,091
(1,547)

要
求

717,003
(129,216)

総
務
部
長

財
政
課
長

707,141

要
求

736,378

　県単独事業分（高校2、3年生相当の女子分）について
は、地域活性化交付金を活用し、平成22年度2月補正予算に
計上することとしました。

　予算要求後の契約額を反映した査定としました。健康政策部

健康長寿政策課

安芸総合庁舎整備事業
費

21,083
（21,083）

新規 高知県ワ
クチン接
種緊急促
進基金

子宮頸がん等ワクチン
接種緊急促進事業費

540,091
(1,547)

　市町村が行う子宮頸がん予防ワクチン等の接種にか
かる必要な経費に対して助成する。

　子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　536,997千円
　　・補助先：市町村
　　・補助率：1/2
　　　　　　（県単補助の子宮頸がん予防ワクチン
　　　　　　　は2/3）
　
　新聞広告制作委託料　1,830千円

　事務費　1,264千円
　・需用費、旅費等

健康政策部

健康対策課

707,141 　南海地震等の大規模災害時における県東部地域の拠
点として、安芸総合庁舎を整備する。

　安芸総合庁舎建替建築等工事費　684,934千円
　
　安芸総合庁舎建替建築工事監理委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　11,341千円
　
　防災行政無線設備移設工事費　8,778千円
　
　事務費　2,088千円
　・需用費、旅費等

拡充 県有建築
物南海地
震対策基
金
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過
程

要求に対する査定内容

総
務
部
長

12,785
(12,478)

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

13,216
(12,909)

総
務
部
長

財
政
課
長

42,522

要
求

42,522

　「高知県歯と口の健康づくり条例」で定める基本的施策
の3つの柱の実態調査に重点をおいた予算としました。

　要求どおり。

歯と口の健康づくり事
業費

健康政策部

健康長寿政策課

新規 医療施設近代化施設整
備費補助金

42,522

　歯と口の健康づくりに関する実態調査を実施し、そ
の結果を踏まえて「歯と口の健康づくり推進協議会」
において施策の検討を行う。

　歯と口の健康づくり実態調査委託料　10,377千円
　・委託先：(社)高知県歯科医師会
　・委託方法：随意契約
　
　シンポジウム開催事業費負担金　1,000千円
　・負担先：高知県歯科医師会
　・負担割合：定額

　その他事務費　1,408千円
　・報償費、需用費等

拡充 622
(174)

12,785
(12,478)

　病院の老朽化等による建替等の整備に要する経費を
助成する。

　医療施設近代化施設整備費補助金　42,522千円
　・補助先：病院等
　・補助率：1/3以内

健康政策部

医療薬務課
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過
程

要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

568,954
(105,815)

要
求

568,954
(105,815)

総
務
部
長

財
政
課
長

1,164,181
(99)

債務負担行為
384,402

要
求

2,011,171
(99)

債務負担行為
1,123,437

　23年3月から運航を開始するドクターヘリへの運航
経費を助成するとともに、救急医療機関の役割分担と
相互協力、メディカルコントロールの充実による最適
な搬送先や搬送手段の選定など、救急医療の更なる質
的向上についての協議を加速化する。

　ドクターヘリ導入促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　   357,735千円
　・補助率：10/10
　・補助先：高知県・高知市病院企業団
　
　ドクターヘリ運航事業費補助金　209,830千円
　・補助率：10/10
　・補助先：高知県・高知市病院企業団
　
　その他事務費等　1,389千円
　・旅費、役務費等

　地震発生時において適切な医療提供体制が維持され
るよう、災害拠点病院等の医療機関の耐震整備を行
う。

　医療施設耐震整備事業費補助金　59,820千円
　・補助率：1/2（調整率あり）
　・補助先：Is値が0.3未満の病院
　・補助対象：耐震整備に要する経費
　
　医療施設耐震化臨時特例基金事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　1,104,262千円
　・補助率：1/2
　・補助先：耐震化整備指定医療機関
　・補助対象：耐震整備に要する経費
　
　事務費　99千円
　・旅費、需用費、役務費

【債務負担行為】384,402千円
　　　　　　　H23.4.1～H25.3.31

　要求どおり。

　予算要求後の事業費見込みを反映しました。

ドクターヘリ運航事業
費

2,388 568,954
(105,815)

健康政策部

医療薬務課

1,164,181
(99)

債務負担行為
384,402

拡充

健康政策部

医療薬務課

拡充 医療施設耐震化促進事
業費

1,036,663
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名

要求と
査定過
程

要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

171,000
(171,000)

要
求

178,200
(178,200)

総
務
部
長

財
政
課
長

5,902
(5,902)

要
求

5,902
(5,902)

総
務
部
長

財
政
課
長

235,567
(118,170)

要
求

240,444
(120,038)

　貸付実績を基に事業費を精査しました。

　要求どおり。

　啓発にかかる費用を精査しました。

　県立幡多けんみん病院が、がん診療連携拠点病院の
指定を受けるために必要な条件整備に要する経費を補
助し、幡多地域のがん医療の向上を図る。

　県立幡多けんみん病院がん診療機能強化事業費
　補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　5,689千円
　・補助率：10/10
　
　事務費　　213千円
　・旅費

健康政策部

健康対策課

　ウイルス性肝炎について、正しい知識や検査の必要
性についての周知、検査機会の拡大、医療費負担の軽
減等を行うことで、肝がんへの進行防止・抑制を図
る。

　ウイルス性肝炎対策啓発事業　7,467千円
　
　肝炎ウイルス検査促進事業　16,247千円
　
　地域肝炎治療コーディネーター養成等治療促進
　事業　　　　　　　　　　　1,173千円
　
　肝炎医療費助成事業　210,680千円

健康政策部

健康対策課

5,902
(5,902)

　将来、高知県での医師を志す学生に対し、必要な奨
学金を貸与することにより、県内での医師の養成を図
る。

　医師養成奨学貸付金　171,000千円

医師確保対策事業費 111,360
(111,360)

171,000
(171,000)

健康政策部

医師確保推進課

拡充 肝炎対策事業費 186,579
(91,114)

235,567
(118,170)

拡充

新規 県立幡多けんみん病院
がん診療機能強化事業
費

0
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[14,664]

[(14,664)]

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

18,864
(18,864)

総
務
部
長

財
政
課
長

30,149
(23,799)

要
求

30,362
(24,012)

総
務
部
長

財
政
課
長

513,057
(2,798)

要
求

515,915
(8,642)

　福祉専門職等に対し、体系的かつ計画的に研修の場
を提供する福祉研修センター（5名体制）を設置し、
専門職のスキルアップや地域福祉の担い手の育成等を
図る。

　福祉研修センター事業費補助金　　　　18,864千円
　・補助先：高知県社会福祉協議会
　・補助率：定額

地域福祉部

地域福祉政策課

　財政課長査定、総務部長査定では、正職員増の根拠等が
十分把握できなかったことから保留としていましたが、知
事査定時に、福祉分野の研修の体系化や、研修機関として
の体制の強化のために必要な人員であるとの整理ができた
ため、予算計上を行いました。

要求と査定過程

新規 福祉研修センター事業
費

18,864
(18,864)

拡充 福祉人材センター運営
事業費

30,559
(24,276)

30,149
(23,799)

　質の高い福祉人材を確保するため、福祉人材セン
ターの体制を強化（H22：４名→H23：５名）するとと
もに、量販店等で新たに移動相談を実施しマッチング
機能を強化する。
　あわせて全ての高校、専門学校、大学への求人登録
の促進等の新たな人材確保の取り組みや施設等への巡
回相談の強化も行う。

　福祉人材センター運営委託料　　　　　30,093千円
　・委託先：高知県社会福祉協議会
　・契約方法：随意契約

　その他事務費　　　　　　　　　　　　　  56千円
　・旅費

地域福祉部

地域福祉政策課

　人件費を精査しました。

拡充 ふるさと
雇用再生
特別基
金、介護
基盤緊急
整備等臨
時特例基
金

あったかふれあいセン
ター事業費

529,964
(4,535)

513,057
(2,798)

　地域全体の地域福祉の仕組みづくりを進めるため、
あったかふれあいセンターの設置を支援する。あわせ
て、「集う」機能を基本に、「相談支援」「生活支
援」機能が発揮されるよう活動の充実等への支援を行
う。（H22：39個所→H23：40個所）

　ふるさと雇用再生あったかふれあいセンター事業費
　補助金　　　　　　　　　　　　　　 507,273千円
　・補助先：市町村
　・補助率：10/10

　地域福祉人材育成研修委託料　　　　　 2,986千円
　・委託先：高知県社会福祉協議会
　・契約方法：随意契約

　その他事務費　　　　　　　　　　 　　2,798千円
　・報償費、旅費、需用費、役務費等

地域福祉部

地域福祉政策課

　事務費を精査するとともに、新たに取り組む人材育成研
修の財源として介護基盤緊急整備等臨時特例基金を活用す
ることとしました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長
財
政
課
長

290,128

要
求

290,128

総
務
部
長

38,974
(22,549)

財
政
課
長

[保留]
[20,867]

[(18,620)]

要
求

59,735
(38,120)

総
務
部
長

[保留]
[45,844]

[(45,844)]

財
政
課
長

[保留]
[45,844]

[(45,844)]

要
求

45,862
(45,862)

新規 介護基盤
緊急整備
等臨時特
例基金

地域支え合い体制づく
り事業費

290,128 　高齢者等の支援が必要な方々が安心して暮らすこと
ができるよう、日常的な支え合い活動の体制づくりを
支援する。

　地域支え合い体制づくり事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　290,000千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：10/10

　その他事務費　　　　　　　　　　　　　 128千円
　・旅費

地域福祉部

高齢者福祉課

　要求どおり。

拡充 一部緊急
雇用創出
臨時特例
基金

全国健康福祉祭開催準
備事業費

3,076
(3,076)

38,974
(22,549)

　平成25年に本県で開催する全国健康福祉祭（ねんり
んピック）の開催2年前にあたり、実行委員会を設立
し、必要な準備を行う。

　緊急雇用創出全国健康福祉祭こうち大会広報委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11,164千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル）

　緊急雇用創出インターネットホームページ作成委託
　料　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,014千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル）

　全国健康福祉祭こうち大会実行委員会補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17,628千円
　・補助先：全国健康福祉祭こうち大会実行委員会
　　　　　　（仮称）
　・補助率：定額

　その他事務費等　　　　　　　　　　　 7,168千円
　・賃金、共済費、報償費、旅費、需用費等

地域福祉部

高齢者福祉課

　財政課長査定では、事務費及び補助金を精査するととも
に、広報等の委託料について、事業の効果などが十分把握
できなかったことから保留としていましたが、最終的に
は、委託料についても内容を精査のうえ予算計上しまし
た。

新規 中山間地域介護サービ
ス確保対策事業費

52,862
(52,862)

　中山間地域において、利用者のニーズにあった在宅
介護サービスの充実を図るため、事業所からの訪問に
一定の時間を要する利用者にサービスを提供している
事業者に対し、助成を行う。

　中山間地域介護サービス確保対策事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　52,808千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2

　その他事務費　　　　　　　　　　　　　　54千円
　・旅費

地域福祉部

高齢者福祉課

　財政課長査定、総務部長査定では、補助対象経費につい
て、実際に新たな雇用が創出され、提供できる介護サービ
スが増加することが担保できるかどうかが課題となってい
ましたが、知事査定時に、新規雇用を行った際の助成額の
見直しを行ったことにより、課題について整理されたた
め、当初の要求より増額して予算計上を行いました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

26,067
(19,590)

要
求

26,067
(19,590)

総
務
部
長

財
政
課
長

269,010

要
求

269,010

総
務
部
長

[保留]
[3,517]

[(3,517)]

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

3,523
(3,523)

一部ふる
さと雇用
再生特別
基金

緊急用ショートステイ
体制づくり推進費

17,808
(13,537)

26,067
(19,590)

　介護者等の緊急時にショートステイが利用できるよ
うベッドの確保等を行い、住み慣れた地域で安心して
暮らせる体制を整備する。

　ふるさと雇用再生緊急ショートステイ相談業務委託
　料　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,233千円
　・委託先：特別養護老人ホームを運営している社会
　　　　　　福祉法人等
　・委託方法：随意契約

　緊急ショートステイ体制づくり費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 18,834千円
　・補助先：保険者により構成する協議会
　・補助率：1/2

地域福祉部

高齢者福祉課

　要求どおり。

拡充 緊急雇用
創出臨時
特例基金

緊急雇用創出介護資格
取得支援事業費

145,797 269,010 　介護施設等と求職者が有期雇用契約を結び、新規雇
用者（求職者）が介護補助等の業務を行いながら介護
福祉士養成校へ通学し、資格取得ができるようにする
ことで、新たな雇用の創出と福祉・介護分野への人材
の参入を図る。

　緊急雇用創出介護資格取得支援事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 266,763千円
　・委託先：県内の介護施設等
　・委託方法：随意契約（プロポーザル）

　その他事務費等　　　　　　　　　　　 2,247千円
　・賃金、共済費、使用料及び賃借料等

地域福祉部

高齢者福祉課

　要求どおり。

新規 中山間地域障害福祉
サービス確保対策事業
費

4,056
(4,056)

　中山間地域において、利用者のニーズにあった障害
福祉サービスの充実を図るため、事業所からの訪問に
一定の時間を要する利用者にサービスを提供している
事業者に対し、助成を行う。

　中山間地域障害福祉サービス確保対策事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　4,025千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2

　その他事務費　　　　　　　　　　　　　　31千円
　・旅費

地域福祉部

障害保健福祉課

　財政課長査定、総務部長査定では、補助対象経費につい
て、実際に新たな雇用が創出され、提供できる介護サービ
スが増加することが担保できるかどうかが課題となってい
ましたが、知事査定時に、新規雇用を行った際の助成額の
見直しを行ったことにより、課題について整理されたた
め、当初の要求より増額して予算計上を行いました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

7,004
(4,560)

要
求

7,744
(4,959)

総
務
部
長

財
政
課
長

2,750
(2,750)

要
求

2,750
(2,750)

総
務
部
長

財
政
課
長

163,887
(113,887)

要
求

168,907
(118,907)

拡充 発達障害者支援事業費 4,019
(2,010)

7,004
(4,560)

　早期発見・早期療育の支援体制づくりに取り組む市
町村を拡大（2圏域4市町→3圏域7市町へ）するととも
に、児童精神医学分野の世界的権威であるギルバーグ
教授による講演や直接指導を通じ、発達障害に関する
専門医師を養成し、「高知県ギルバーグ発達神経精神
医学センター（仮称）」の設置に向けた準備を行う。
　あわせて、早期療育機関の少ない圏域の保育所等へ
の訪問支援の充実や、新設の児童デイサービスへの技
術的支援を実施する。

　発達障害専門医養成研修　　　　　　　 2,111千円
　（発達障害の世界的権威であるスウェーデン・ヨー
　　テボリ大学のギルバーグ教授の講演会等）

　その他事務費等　　　　　　　　　　　 4,893千円
　・報償費、旅費、需用費、役務費等

地域福祉部

障害保健福祉課

　事務費を精査しました。

新規 難聴児補聴器購入助成
事業費

2,750
(2,750)

　軽度・中等度の難聴児の補聴器購入経費に対して補
助を行う。

　難聴児補聴器購入助成事業費補助金　　 2,750千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2

地域福祉部

障害保健福祉課

　要求どおり。

一部地域
医療再生
臨時特例
基金

高知医療センター精神
科病棟整備事業費

1,345
(1,345)

163,887
(113,887)

　高知県・高知市病院企業団が行う高知医療センター
の精神科病棟の整備に要する経費に対して負担する。

　高知県・高知市病院企業団負担金　　 162,428千円
　・負担先：高知県・高知市病院企業団
　・負担額：企業債及び国庫補助金等の特定財源を充
　　　　　　てても不足する額

　その他事務費等　　　　　　　　　　　 1,459千円
　・報償費、旅費、需用費、役務費等

地域福祉部

障害保健福祉課

　建設改良費、精神科病棟の運営に要する人件費及び事務
費を精査しました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

16,244
(5,811)

財
政
課
長

13,244
(5,811)

要
求

19,289
(5,946)

拡充 一部安心
こども基
金

出会いのきっかけ応援
事業費

9,519
(4,928)

16,244
(5,811)

　民間と行政が協働して独身男女の出会いの場を提供
し、少子化の要因の一つである未婚化・晩婚化への対
策を図る。

　出会いのきっかけ交流会実施委託料　　 8,067千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

　出会いのきっかけ応援事業費補助金　　 3,000千円
　・補助先：市町村、非営利団体
　・補助率：定額（上限30万円）

　出会い応援団活動推進事業費補助金　　 3,000千円
　・補助先：出会い応援団に登録された応援団体
　・補助率：1/2（上限10万円）

　その他事務費等　　　　　　　　　　　 2,177千円
　・報償費、旅費、需用費、役務費等

地域福祉部

少子対策課

　事務費を精査するとともに補助率と実施回数を精査して
予算計上しました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

基本政策
新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

9,975
(9,975)

要
求

9,975
(9,975)

総
務
部
長

[保留]
[1,499,611]
[(132,951)]

債務負担行為
[134,532]

財
政
課
長

[保留]
[1,476,611]

[(1,476,611)]
債務負担行為

[134,532]

要
求

[保留]
[1,477,821]

[(1,477,821)]
債務負担行為

[134,532]

要求と査定過程

５つの基
本政策に
横断的に
かかわる
事業

新規 広報誌発行事業費 9,975
(9,975)

　広報誌「とさのかぜ」で蓄積されたコンテンツを再
利用し、現時点での情報を盛り込んだ総集編を作成
し、県内外に発信する。

　広報誌作成等委託料                  9,975千円
　・委 託 先：(有)梅原デザイン事務所
　・委託方法：随意契約

文化生活部

文化・国際課

　要求どおり。

５つの基
本政策に
横断的に
かかわる
事業

新規 地域活性
化・公共
投資臨時
基金

新資料館整備事業費 1,499,611
(132,951)

債務負担行為
134,532

　「山内家資料の保存等検討委員会」の提言を踏ま
え、文化や観光の振興を目的とした新資料館の整備に
向け、土地取得や基本設計など所要の措置を行う。

　設計委託料　　　　　　　           103,284千円
　・委託先：未定
　・契約方法：
　　（基本設計）随意契約（プロポーザル方式）
　　（実施設計）随意契約（基本設計委託先）

　埋蔵文化財発掘調査等委託料          70,004千円
　・委託先：高知県文化財団埋蔵文化財センター等
　・契約方法：
　　（埋蔵文化財発掘調査）随意契約
　　（地質調査）指名競争入札

　埋蔵文化財発掘調査関連仮設工事請負費 1,176千円
　・契約先：未定
　・契約方法：随意契約

　土地購入費　　　　　　　　　　　 1,201,548千円

　移転補償費　　　　　　　　　　　   123,000千円

　事務費                           599千円
　・営繕事務費、旅費等

　【債務負担行為】
　実施設計委託料　　　　　　　　　　　38,731千円
　埋蔵文化財発掘調査委託料　　　　　　95,801千円

文化生活部

文化・国際課

　移転補償費、事務費について、精査を行いました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

基本政策
新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

15,329
(15,329)

要
求

15,329
(15,329)

総
務
部
長

15,448

財
政
課
長

[保留]
［65,448］

要
求

37,000

総
務
部
長

2,884,059
(2,884,059)

財
政
課
長

[保留]
[2,979,259]

[(2,979,259)]

要
求

3,335,259
(3,335,259)

５つの基
本政策に
横断的に
かかわる
事業

拡充 コンテンツビジネス起
業化支援事業費

1,862
（1,862）

15,329
(15,329)

　企業や専門家等で構成する研究会（協議会）を設置
し、事業化プランの支援を行う。

　研究会発事業化支援事業費補助金　　　14,000千円
　・補助先：県内中小企業等
　・補助率：1/2以内又は2/3以内

　事務費　　 　　　　　　　　　　1,329千円
　・報償費、旅費等

文化生活部

まんが・コンテ
ンツ課

　要求どおり。

インフラ
の充実と
有効活用

新規 新しい公
共支援基
金

新しい公共支援基金事
業費

15,448 　新たな公共の担い手となるＮＰＯ等の活動基盤の環
境整備を進め、自立的な活動を支援する。

　ＮＰＯ活動ステップアップ支援事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,457千円
　・委託先：(社福)高知県社会福祉協議会
　・契約方法：随意契約

　ＮＰＯ寄附募集支援事業委託料　　　　 5,000千円
  ・委託先：実行委員会
　・契約方法：随意契約

　事務費　　 　　　　　　　　　　6,991千円
　・臨時職員賃金・共済費等

文化生活部

県民生活・男女
共同参画課

　財政課長査定では、新しい制度であり、詳細が不明で
あったことから、国が示しているメニューのうち内容が確
認できるものを精査しました。また、県内市町村が国に直
接応募を検討していることがわかり、50,000千円を加算し
たうえで保留としましたが、最終的に市町村が応募を見
送ったため、加算分を除き予算計上しました。

インフラ
の充実と
有効活用

公立大学法人高知工科
大学運営費交付金

2,963,400
(2,963,400)

2,884,059
(2,884,059)

　高知工科大学の業務運営にかかる経費を交付する。

　公立大学法人高知工科大学運営費交付金
　　　　　　　　　　　　　　　 　　2,884,059千円

文化生活部

私学・大学支援
課

　留学生寮の建設に要する費用を今後の検討課題とし、今
回は見送りとしました。
　また、受託事業費等の精査を行いました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

基本政策
新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[1,591,879]

[(1,591,879)]

財
政
課
長

[保留]
[1,591,879]

[(1,591,879)]

要
求

1,783,243
(1,783,243)

総
務
部
長

[保留]
[34,500]

[(34,500)]

財
政
課
長

[保留]
[34,500]

[(34,500)]

要
求

34,500
(34,500)

教育の充
実と子育
て支援

新規 高知県公立大学法人運
営費交付金

1,638,479
(1,638,479)

　高知県立大学の公立大学法人化に伴い、同法人の業
務運営にかかる経費を交付する。

　高知県公立大学法人運営費交付金
　                            　　 1,638,479千円

文化生活部

私学・大学支援
課

　従来の予算が交付金化されることに合わせ、実績をベー
スに精査しました。

５つの基
本政策に
横断的に
かかわる
事業

拡充 鳥獣被害緊急対策事業
費補助金

17,000
(17,000)

34,500
(34,500)

　シカ以外の野生鳥獣による農林業被害や生活被害等
を防止するため、有害鳥獣に対する防除、捕獲等総合
的な被害防止対策を行う。

　鳥獣被害緊急対策事業費補助金  　　　34,500千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2以内

文化生活部

鳥獣対策課

　要求どおり。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

基本政策
新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[222,283]

[(139,006)]

財
政
課
長

[保留]
[190,014]

[(108,737)]

要
求

163,544
(109,233)

268,200
(184,923)

　シカによる農林業被害及び自然植生被害が深刻な事
態となっているため、抜本的なシカ被害対策を行う。

　シカ被害特別対策事業費補助金　　    68,467千円
　・補助先：市町村
　・補助率：1/2以内

　重点分野雇用創造シカ生息数モニタリング
　調査委託料　　　　　　　　　　　  　 9,054千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

　シカ肉料理普及推進委託料　　　　  　   100千円
　・委託先：地域づくりの会しゃえんじり
　・契約方法：随意契約

　シカ個体数調整事業委託料　　　  　 115,080千円
　・委託先：市町村
　・契約方法：随意契約

　シカ広域捕獲事業委託料              41,853千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

　シカ広域捕獲推進事業費補助金        30,000千円
　・補助先：市町村
　・補助率：定額

　シカ捕獲技術改良事業委託料　　　　　 2,000千円
　・委託先：未定
　・契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

　事務費                         1,646千円
　・旅費、需用費等

文化生活部

鳥獣対策課

　シカ生息密度の上昇を踏まえ、適正頭数での持続的な管
理を図るため、シカの捕獲目標頭数を大きく見直し、当該
頭数に基づき査定しました。
　また、関連団体との連携や、狩猟期外での捕獲を可能に
するため、体制の見直しに必要な経費を計上しました。

拡充 森林環境
保全基
金、緊急
雇用創出
臨時特例
基金

シカ被害特別対策事業
費

118,966
(108,995)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

1,259,317
(1,259,317)

財
政
課
長

[保留]
[1,259,317]

[(1,259,317)]

要
求

1,259,317
(1,259,317)

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

17,363
(10,044)

要求と査定過程

　産業振興計画の柱の一つである「ものづくりの地産地
消」の強化を図る必要性から、知事査定時に新規要求さ
れ、精査の結果要求どおりの査定となりました。

17,363
(10,044)

1,259,342
(1,259,342)

産業振興推進総合支援
事業費

産業振興推進部

計画推進課

　要求どおり　産業振興計画を効果的に実行するため、計画に位置
付けられた事業等を対象に、商品の企画・開発、加
工、販路拡大など、生産段階から販売段階までの取組
を総合的に支援する。

　産業振興推進総合支援事業費補助金
                      1,250,000千円
　一般事業等
　・補助先：市町村等
　・補助率：2/3以内（ソフト、ハード事業）
　　 （ただし、企業等が事業実施主体の場合の
　　   ハード事業は1/2以内）
　・補助対象：地域アクションプラン等に
              位置付けられた取組
　
　ステップアップ事業補助先：民間事業者
　・補助率：1/2以内（ソフト事業）
　・補助対象：試行段階の取組
 
　事務費
  ・補助金審査アドバイザー経費等   9,317千円

産業振興推進部

計画推進課

ものづくりの地産地消
総合相談窓口事業費

　産業振興計画の柱の一つである「ものづくりの地産
地消」の総合相談窓口「ものづくり地産地消セン
ター」の設置等により、相談・マッチング機能の強化
や事業者間の商談を活性化する場の確保を図る。

　ふるさと雇用再生ものづくりの地産地消
　総合窓口事業委託料　　　　　　　17,363千円

　・委託先：（財）高知県産業振興センター
　・委託方法：随意契約

1,259,317
(1,259,317)

新規 ふるさと
雇用再生
特別基金
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

22,706
(22,706)

要
求

23,533
(23,533)

総
務
部
長

財
政
課
長

28,644
(25,713)

要
求

36,262
(36,262)

拡充 高知ふる
さと寄付
金

県産品PR等推進事業費 20,867
(20,867)

　産業振興計画への位置づけを目指す事業者等を対象
に、専門家によるビジネス研修を実施する。

　
　地域起業家養成事業負担金　820千円

　事務費　　21,886千円
　・地域産業人材育成事業費
　　（目指せ！弥太郎　商人塾）
  ・県内若手人材による異業種交流研修
　・地域産業振興人材育成塾

22,706
(22,706)

　新たな県産品の発掘や磨き上げを進めるとともに、
フェア、商談会を効果的に開催することにより、首都
圏、関西・中部地区を中心にした地産外商活動を着実
に展開する。

　関西地区地産外商戦略推進事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　6,050千円
　　　委託先：民間企業
　　　委託方法：指名競争入札又は随意契約

　中部地区地産外商戦略推進事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　1,996千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約

　商品発掘コンクール実施委託料
　　　　　　　　　　　　　　5,856千円
　・委託先：民間企業
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

  事務費　　　　　　14,742千円
　・報償費、旅費等

28,644
(25,713)

24,294
(24,294)

地域産業人材育成事業
費

　委託料や事務費の精査を行うとともに、財源の一部に高
知ふるさと寄付金を活用することとしました。

　事務費等の精査を行いました。産業振興推進部

計画推進課

産業振興推進部

地産地消・外商
課
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

81,324
(81,324)

財
政
課
長

[保留]
[81,324]

[(81,324)]

要
求

114,558
(114,558)

総
務
部
長

財
政
課
長

25,000
(25,000)

要
求

25,000
(25,000)

　制度の変更により、補助金に含まれていた県派遣職員の
人件費が県から直接支払われることとなったため、見合い
の予算を減額した査定となりました。

　要求どおり。地産外商商品ブラッ
シュアップ支援事業費

25,000
(25,000)

地産外商公社運営事業
費(高知県地産外商公社
運営費補助金）

81,324
(81,324)

　産業振興計画の柱の一つである地産外商戦略を推進
する母体である高知県地産外商公社が行う、アンテナ
ショップを拠点とした県産品の販路開拓・販売拡大等
を支援する。

　高知県地産外商公社運営事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　81,324千円
　・補助先：高知県地産外商公社
　・補助率：定額
　・補助対象：地産外商公社の運営経費等

145,044
(145,044)

産業振興推進部

地産地消・外商
課

産業振興推進部

地産地消・外商
課

　地産外商戦略をより加速化して推進するため、県内
事業者が行う商品の磨き上げを支援する

　地産外商商品ブラッシュアップ支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　25,000千円
　・補助率：１/２以内
　・補助対象：テストマーケティングを実施した
　　　　　　　事業者が商品を改良するための経費

25,000
(25,000)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

100,454
(100,454)

財
政
課
長

[保留]
[96,454]

[(96,454)]

要
求

96,454
(96,454)

総
務
部
長

0

財
政
課
長

[保留]
[139,097]

[(139,097)]

要
求

205,000
(205,000)

総
務
部
長

0

財
政
課
長

[保留]
[0]

要
求

200,000
(200,000)

産業振興推進部

地域づくり支援
課

　地域の実情に応じたまちづくり事業等の重要性を検討し
た結果、要求より増額の査定となりました。

　国の地域活性化交付金を活用し、平成22年度2月補正で一
部計上（163,680千円）することとしました。

　事業実施主体が事業計画を再考することとしたため、23
年度当初予算での予算化には至りませんでした。

　市町村等が行う滞在型市民農園（クラインガルテ
ン）の整備に助成する。

　移住促進事業費補助金
　　(滞在型市民農園整備事業）
　
　・補助先：市町村等
　・補助率：２/３以内
　・補助対象：滞在型市民農園の整備

産業振興推進部

地域づくり支援
課

中山間地域生活支援総
合事業費

産業振興推進部

地域づくり支援
課

移住促進事業費（滞在
型市民農園整備事業）

　市町村等が地域の課題を解決するために実施する事
業に助成し、自立したまちづくりの促進を図る。

　地域づくり支援事業費補助金　100,000千円
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：市町村等が地域の課題の解決
　　　　　　　に向けて取り組む事業

　事務費　　　　　454千円
　・旅費等

地域づくり支援事業費 100,466
(100,466)

180,000
(180,000)

　中山間地域の人々が安全・安心に暮らし続けること
ができる仕組みづくりに向けて、市町村等が進める生
活用水確保等の取組を支援する。

　中山間地域生活支援総合補助金
　
　・補助先：市町村等
　・補助率：2/3以内
　・補助対象：地域の実情に応じた仕組みづくり
　　　　　　　のハード・ソフト事業

100,454
(100,454)

新規
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[6,217]

[(6,217)]

財
政
課
長

3,327
(3,327)

要
求

20,237
(20,237)

総
務
部
長

[保留]
[12,000]

[(12,000)]

財
政
課
長

[保留]
[12,000]

[(12,000)]

要
求

12,000
(12,000)

総
務
部
長

10,200
(10,200)

財
政
課
長

0
(0)

要
求

10,200
(10,200)

要求と査定過程

新規 地域の物流等支援事業
費

6,217
(6,217)

　市町村、農協等が行う集出荷やそれに付随した生活
関連サービスの仕組みづくりなどに支援を行う。

　地域の物流等支援事業費補助金    5,980千円
　・補 助 先：市町村、農協等
　・補 助 率：1/2以内
　・補助対象：物資輸送、生活関連サービスの提供
　　　　　　　に必要な経費
　事務費　237千円
　・旅費

産業振興推進部

運輸政策課

新規 中央地域バス路線再編
事業費補助金

12,000
(12,000)

　高知県内の都市圏を中心に運行されているバス路線
を再編し、効率的でわかりやすい路線網を実現するた
め、各種調査等を行い、バス路線再編案を作成する。

　中央地域バス路線再編事業費補助金　12,000千円
　・補助先：高知県中央地域バス路線再編協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（仮称）
　・補助率：定額
　・補助対象：路線再編案の作成等

ICカード普及促進事業
費補助金

10,200
(10,200)

　ＩＣカードですかを高知東部地域に導入し、路線バ
スの利便性を向上させ公共交通の維持・活性化につな
げる。

　ＩＣカード普及促進事業費補助金
　・補助先：高知東部交通株式会社
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：運用端末、車載機設置費

　財政課長査定では補助対象経費、補助率、積算等につい
て精査を行いました。部長査定では、農業振興部で予算要
求されている類似の事業と統合することとしました。

産業振興推進部

公共交通課

　要求では委託での実施としていましたが、事業の実効性
を担保するため、バス事業者や関係市町村等から構成する
協議会に対し補助する方式に見直しました。

産業振興推進部

公共交通課

　要求どおり。新規
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

産業振興推進部

公共交通課

総
務
部
長

財
政
課
長

44,805
(44,805)

要
求

44,805
(44,805)

総
務
部
長

18,307
(4,161)

財
政
課
長

18,307
(4,161)

要
求

18,653
(4,193)

継続 航空路線維持対策事業
費補助金

60,156
(60,156)

44,805
(44,805)

　利用率の低迷している航空路線の維持を図るため、
航空会社に対し着陸料相当の補助を行う。

　航空路線維持対策事業費補助金　44,805千円
　・補 助 先：航空会社
　・補 助 率：定額

　現行の補助制度は２３年度限りとして整理し予算化する
こととしました。

継続 重点分野雇用創造高知
駅案内人配置委託料

14,792
(1,892)

18,307
(4,161)

　「志国高知 龍馬ふるさと博」の開催期間に、二次
交通までの誘導や観光地までの交通案内を行うため、
高知駅に案内人を配置する。

　重点分野雇用創造高知駅案内人配置委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,307千円
　・委託方法：随意契約
　・委託内容：現地案内人の配置

産業振興推進部

運輸政策課

　要求ではレンタサイクル事業を付加することとしていま
したが、今後の管理等の面から県が事業主体として実施す
ることは適当でないと判断し、予算計上しませんでした。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[383,250]

[(353,380)]
債務負担行為

150,000
(150,000)

財
政
課
長

[保留]
[383,250]

[(353,380)]
債務負担行為

150,000
(150,000)

要
求

390,590
(390,590)

債務負担行為
221,653

(221,653)

総
務
部
長

50,548
(50,548)

債務負担行為
25,000

(25,000)

財
政
課
長

[保留]
[75,548]

[(75,548)]

要
求

60,650
(60,650)

債務負担行為
25,000

(25,000)

ものづくり地産地消推
進事業費

企業支援策の充実・強
化

52,391
(52,391)

拡充 ふるさと
雇用再生
特別基金

拡充

商工労働部 　企業訪問活動強化事業については、人件費単価を精査し
財源はふるさと雇用再生特別基金を活用することとしまし
た。また設備投資促進融資利子補給金については、政策効
果が充分ではないとの判断から予算計上には至りませんで
した。
　企業立地促進事業費補助金については、部長査定後、補
助予定企業数の増に伴い増額としました。

526,267
(526,267)

債務負担行為
150,000

(150,000)

　産業振興計画の推進、企業の撤退・県外転出の予防
に向けて包括的な企業支援（企業訪問活動の強化、設
備投資への支援策の充実）を行う。

　ふるさと雇用再生企業訪問活動強化事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　29,870千円
　・委託先：（財）高知県産業振興センター
　・委託内容：企業訪問専門員（2人）と受注拡大
　　　　　　　コーディネーター（2人）によるきめ
　　　　　　　細かな企業訪問活動による企業情報の
　　　　　　　収集及び支援策の紹介

＜企業立地補助金制度の抜本的な見直しを実施＞
　企業立地促進事業費補助金　　　　　 294,005千円
　・補助先：企業立地促進要綱に基づく指定企業
　・補助率：10％～45％
　・補助対象：土地の取得、建物・機械設備の取得
　　　　　　　・リース
　　※補助率、要件等の見直し

　コールセンター等立地促進事業費補助金
                                  　 105,375千円
　・補助先：企業立地促進要綱に基づく指定企業
　・補助率：10％、50％
　・補助対象：土地の取得、建物・償却資産の
　　　　　　　取得・リース等
　　※対象業種の拡充
　【債務負担行為】150,000千円（両補助金合計）

429,250
(399,380)

債務負担行為
150,000

(150,000)

　県内に需要のある機械や設備を県内企業が開発して
いく取組を推進するため、試作機の企画・開発、製品
の改良に要する経費の一部を助成するとともに、複数
年にわたる事業への柔軟な対応を行い、ものづくり企
業の技術力や製品開発力の向上を図る。

　ものづくり地産地消推進事業費補助金  50,000千円
　◇ステップアップ事業　5,000千円
　・補助先：中小企業者（共同体も可）
　・補助率：1/2以内（上限1,000千円）
　・補助対象：構想段階から基本設計までの取組
　◇試作開発事業　45,000千円
　・補助先：中小企業者（共同体も可）
　・補助率：単独1/2以内（上限10,000千円）
　　　　　　共同体2/3以内（上限13,500千円）
　・補助対象：試作開発・改良の取組
　【債務負担行為】25,000千円

　事務費　　　　　　　　　　　         　548千円
　・旅費、需用費等

商工労働部

工業振興課

50,548
(50,548)

債務負担行為
25,000

(25,000)

要求と査定過程

　財政課長査定では、製品改良の拡充を試作開発事業の中
で対応することとしました。また複数年にわたる事業は、
必要に応じ繰越対応としていましたが、その後の調整で事
務手続上、債務負担対応としました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

91,298
(91,298)

財
政
課
長

[保留]
[76,298]

[(76,298)]

要
求

96,163
(96,163)

総
務
部
長

[保留]
[61,812]

[(61,812)]

財
政
課
長

[保留]
[1,812]

[(1,812)]

要
求

1,812
(1,812)

　財政課長査定では、補助金のうちソフト事業については
「こうち産業振興基金」を活用することとしていました
が、その後の調整で事務的課題が解消できないことが判明
したため、要求どおり県補助金で対応することとしまし
た。

商工労働部

工業振興課
新産業推進課

産学官連携推進事業費

　成長が期待され潜在力のある分野や企業への重点的
な支援を実施するため、食品や環境などテーマごとに
企業や専門家等で構成する研究会を設置して、事業化
への取組を促進する。

　研究会発事業化支援事業費補助金　　　65,000千円
　・補助先：県内中小企業等又はそのグループ
　・補助率：事業体 ソフト2/3、ハード1/10以内
    　　    個別事業者 ソフト1/2、ハード1/10以内
　
　事務費　　　　　　　　　　 　　 　  26,298千円
　・報償費、旅費等

91,298
(91,298)

128,533
(128,533)

成長分野育成支援事業
費

　委託料については、関連部局と調整した結果、部長査定
時に新規要求となり、要求どおりとなりました。

　県内の産学官の連携を強化し相互の情報共有や交流
を促進するとともに、学の研究開発機能を活かした新
産業創出を図るため、県内企業による事業化の可能性
の高い産学官共同研究を重点的に支援する。

　産学官連携産業創出研究推進事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60,000千円
　・委託先：大学、高専、企業等
　　（企業単独は対象外）
　・委託内容：大学等の研究シーズを活用した県内
　　　　　　　企業による事業化の可能性の高い共
　　　　　　　同研究の推進
　・委託方法：随意契約（プロポーザル方式）

　事務費　　　　　　　　　　 1,812千円
　・産学官連携会議運営経費（報償費、旅費等）等

新規 商工労働部

新産業推進課

61,812
(61,812)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[919,416]

[(919,416)]
債務負担行為
[1,562,508]

[(1,562,508)]

財
政
課
長

[保留]
[926,054]

[(926,054)]
債務負担行為
[1,669,227]

[(1,669,227)]

要
求

910,660
(910,660)

債務負担行為
1,515,236

(1,515,236)

総
務
部
長

財
政
課
長

要
求

16,870

総
務
部
長

36,104
(7,923)

財
政
課
長

35,804
(7,623)

要
求

36,927
(8,786)

919,416
(919,416)

債務負担行為
1,562,508

(1,562,508)

　県内中小企業等に対し、事業活動に必要な資金を長
期・低金利にて供給することにより、経営の安定と経
営体質の改善・合理化を支援する。

　中小企業制度金融貸付金保証料補給金 919,416千円
　・補給対象：高知県信用保証協会
　・補給率：貸付額の0.03～2.1％
　・融資枠：471億円、うち緊急融資350億円
　【債務負担行為】1,562,508千円

商工労働部

経営支援課

中小企業制度金融貸付
金保証料補給金

　商店街の空き店舗を活用してチャレンジショップ事
業を行い、空き店舗対策とともに商店街の活性化を図
る。

　ふるさと雇用再生中心商店街チャレンジショップ
　事業委託料　　　　　　　　　　　　　25,305千円
　・委託先：商店街振興組合、事業協同組合
　・委託内容：チャレンジショップ運営計画策定
　　　　　　　・開設等

25,305

829,743
(829,743)

債務負担行為
2,228,616

(2,228,616)

36,104
(7,923)

　高卒後3年以内の未就職者を対象に職業訓練から引
き続いた就業体験や企業での雇用によるＯＪＴによ
り、職業能力や就職意識の向上を図り、早期の就職に
繋げる。

　重点分野雇用創造高卒未就職者対策事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26,068千円
　・委託先：民間企業等
　・委託方法：随意契約

　事務費等　    　　　　　　          10,036千円
　・報償費等

52,013
(2,254)

　 緊急雇用
創出臨時
特例基金

高卒未就職者対策事業
費

ふるさと
雇用再生
特別基金

新規 ふるさと雇用再生チャ
レンジショップ事業委
託料

商工労働部

経営支援課

　県内の経済状況や前年度の実績を考慮し、融資メ
ニュー・金額を精査しました。

　県内商店街活性化の観点から知事査定時に新規要求があ
り、チャレンジショップ店舗数を増加する査定としまし
た。

　就職コーディネーターは委託料で要求がありましたが、
その後の調整により事務費対応に変更しました。

商工労働部

雇用労働政策課
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[963,106]

[(671,124)]

財
政
課
長

[保留]
[1,113,106]
[(823,486)]

要
求

1,026,445
(754,716)

総
務
部
長

[保留]
[12,000]

[(12,000)]

財
政
課
長

[保留]
[10,000]

[(10,000)]

要
求

5,000
(5,000)

963,106
(671,124)

12,000
(12,000)

要求と査定過程

　財政課長査定、総務部長査定とも、広域ブロック単位で
全県的に取り組む必要性から、補助先や補助率、事業実施
体制等のスキームや必要額について見直しました。

　広域ブロックごとに一泊以上滞在できる観光地づく
りを実現するため、地域コーディネート組織を通じ
て、地域の体験型プログラムの開発・強化や受入態勢
の整備等を図る。

　体験型広域観光推進事業費補助金　12,000千円
　・補 助 先：地域コーディネート組織
　・補 助 率：1/2以内
　・補助対象：体験型プログラム開発・強化、地域
　　　　　　　コーディネート組織活動経費

観光振興部

観光政策課

観光振興部

観光政策課

　大河ドラマ「龍馬伝」の放送と「土佐・龍馬であい
博」による盛り上がりを継続して、観光客の誘致と県
経済の活性化を図る。

　志国高知龍馬ふるさと博推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　767,902千円
　・補助先：龍馬ふるさと博推進協議会
　　　　　　（財）高知県観光コンベンション協会
　・補助率：定額
　・補助対象：観光客誘致のためのメイン会場建築、
　　　　　　　広報、誘客、受入等に係る経費

　重点分野雇用創造志国高知龍馬ふるさと博キャラ
　バン隊派遣委託料　57,437千円

　重点分野雇用創造観光コンシェルジュ育成事業
　委託料　　　　　　　81,712千円
　・委託先：龍馬ふるさと博推進協議会
　
　重点分野雇用創造ウォーキングイベント開催等
　委託料　　　　　　　　13,586千円
　・委託先：高知県ウォーキング協会
　
　事務費　42,469千円
　・旅費、役務費等

　誘客、受入事業等の必要額について精査を行いました。
また、高知市等からの推進協議会への補助金を反映しまし
た。

体験型広域観光推進事
業費補助金

志国高知龍馬ふるさと
博推進事業費

拡充

新規
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

327,295
(327,295)

要
求

352,209
(352,209)

総
務
部
長

財
政
課
長

8,606
(8,606)

要
求

10,385
(10,385)

総
務
部
長

2,389
(950)

財
政
課
長

333
(333)

要
求

4,975
(1,884)

　事業内容や効果、必要額について精査しました。観光振興部

おもてなし課

2,389
(950)

　自転車旅行がスポーツ体験型メニューとして観光商
品化に繋がるよう促進するため、国内外の自転車愛好
家が実施するサイクリングイベントの機会を利用して
実証調査等を行う。

　自転車観光推進事業委託料　　2,056千円
　・委託方法：プロポーザル方式
　・委託内容：実証調査等

　事務費　　　　　　　　　　　333千円
　・旅費

新規 自転車観光推進事業費

新規

拡充

桂浜渋滞対策事業費補
助金

観光振興推進事業費補
助金

　Ｈ22対応（流用）実績をベースに必要額を精査しまし
た。

観光振興部

おもてなし課

8,606
(8,606)

　ＧＷ等における桂浜の交通渋滞を解消することで、
観光客の移動時間の短縮を図るとともに、高知県観光
の満足度向上を図る。

　桂浜渋滞対策事業費補助金　8,606千円
　・補助先：（社）高知市観光協会
　・補助率：1/2以内

　本県の重要課題である観光振興を効果的に実践する
ため、観光客誘致、受入、スポーツ誘致、広報事業に
ついて補助する。

　観光振興推進事業費補助金　327,295千円
　・補助先：（財）高知県観光コンベンション協会
　・補助率：定額
　・補助内容：観光客誘致、受入、スポーツ誘致、
　　　　　　　広報事業

観光振興部

観光政策課

　全般的に必要経費を精査する一方で、観光客誘致事業な
ど龍馬ふるさと博の開催に併せて効果的に実施する事業に
ついては、重点的に配分することとしました。

327,295
(327,295)

324,637
(324,637)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

［保留]
[124,978]

[(124,978)]

財
政
課
長

［保留]
[124,978]

[(124,978)]

要
求

125,020
(125,020)

総
務
部
長

財
政
課
長

110,620
(110,620)

要
求

117,275
(117,275)

新規就農総合対策事業
費

集落営農・拠点ビジネ
ス支援事業費

62,790
(62,790)

新規

拡充

農業振興部

農業政策課

　事務費の精査を行いました。　県内全域で園芸品目等の導入や農産加工、グリーン
ツーリズムに取り組む「こうち型集落営農」等を推進
し、地域農業の維持・活性化及び拠点ビジネスへの発
展を図る。

　集落営農・拠点ビジネス支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　 　124,310千円
　・補助先：市町村
　・補助率：１／２以内、２／３以内（モデル）
　・補助対象：農業用・農産加工用機械、
　　　　　　　農村交流施設整備等
　
　事務費　　　　　　　　　　　　　668千円
　・旅費、需用費等

124,978
(124,978)

　農業会議や県農業公社が実施する新規就農者の確保
に向けた取り組みを支援するとともに、市町村及び農
業協同組合が実施する新規就農希望者に対する研修事
業に助成することにより、新規就農者の確保、育成を
図る。
 (研修生見込数Ｈ22 47名→Ｈ23 74名（継続含む））

　新規就農総合対策事業費補助金 7,180千円
  ・補助先：県農業公社、農業会議
　・補助率：定額
　・補助対象：就農支援業務に要する経費

　新規就農研修支援事業費補助金
                             101,848千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：２／３以内、定額
　・補助対象：研修に要する経費

　その他事務費等　　　　　　　1,592千円
　・旅費、需用費等

農業振興部

農地・担い手対
策課

110,620
(110,620)

要求と査定過程

　補助金の要望額を精査しました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[35,289]

[(35,289)]

財
政
課
長

[保留]
[17,326]

[(17,326)]

要
求

37,326
(37,326)

総
務
部
長

財
政
課
長

9,871
(9,871)

要
求

10,542
(10,542)

総
務
部
長

財
政
課
長

34,444
(20,210)

要
求

36,007
(21,769)

　財政課長、部長査定では、新たな県継ぎ足し補助の考え
方や補助率の設定根拠などが、十分把握出来なかったこと
から、保留としていましたが、最終的には耕作放棄地対策
を更に進めていく観点から、担い手（認定農業者等）要件
非該当者の補助率を一部見直して予算計上することとしま
した。

農業振興部

農地・担い手対
策課

農業創造人材育成事業
費

9,155
(9,155)

　耕作放棄地の有効活用と担い手の育成を目的に、新
たな担い手等が耕作放棄地の再生利用を行う場合に
(財）高知県農業公社を通じて補助する。

　耕作放棄地解消推進事業費補助金　35,442千円
　・補助先：（財）高知県農業公社
　・補助率：定額
　・補助対象：再生作業、用排水施設、
　　　　　　　農業用ハウスの整備等

　事務費　　　　　　　　　　　　　247千円
　・旅費、需用費

35,689
(35,689)

21,630
(21,630)

耕作放棄地解消推進事
業費

　平成22年度の実績を踏まえ、事業費を精査しました。　農村地域を活性化するため、意欲のある農村住民や
行政担当者等を対象に、互いに学び合い、高めあうた
めのセミナーを実施し、地域のリーダーとして活動で
きる人材を育成する。

　農業創造セミナー開催等委託料　5,391千円
　・委託先：未定
　・委託内容：セミナー開催運営等

  その他事務費等　　　　　　　　4,480千円
　・旅費、報償費等

拡充

農業振興部

環境農業推進課

34,444
(20,210)

　農業技術センターにおいて、化石エネルギーの使用
量削減とそれに代わる新エネルギーの利用方法や施設
内環境制御など、高収益に繋がる新施設園芸システム
に関する研究を実施する。

　高軒高ハウス建替設計委託料　 　  433千円

  高軒高ハウス建替等工事請負費  17,211千円
  ・契約方法：指名競争入札等

  研究費等　　　　　　　　　　　16,800千円
　（園芸施設におけるヒートポンプの利用技術等）
　・需用費、備品購入費等

農業振興部

環境農業推進課

9,871
(9,871)

新規 先進的技術を導入した
「こうち新施設園芸シ
ステム」開発事業

　事業費の精査を行いました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

399,570
(399,570)

要
求

399,739
(399,739)

総
務
部
長

11,957
(11,957)

財
政
課
長

1,957
(1,957)

要
求

4,171
(4,171)

　施設の増設や高度化による経営改善を目指す農業者
の育成と新規就農者等の確保を行うため、レンタルハ
ウスの整備を支援し、園芸産地の維持、強化を図る。
 また、新たに遊休ハウスの情報の共有化により中古
ハウスの流動化を促進する。

　レンタルハウス整備事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　398,944千円
　・補助先：市町村
　・補助率：１／３～２／５
　・補助対象：園芸用ハウス、暖房・潅水施設等
　
　事務費　　　　　　　 　　　　　　626千円
　・旅費、需用費等

399,570
(399,570)

11,957
(11,957)

　ゆず果汁等の販売促進活動を通じ、今後のゆず果汁
の需要を拡大し、県域でのまとまりの強化を図る。ま
た、ゆず豊作時の対策として需給調整システムを構築
し、安定供給体制を確立する。

　ゆず需給調整対策事業費補助金
                                  10,000千円
　・補助先：高知県ゆず振興対策協議会
　・補助率：定額
　・負担内容：大豊作時の需給調整を目的とした
　　　　　　　「ゆず振興基金」への積立金

　ゆず振興対策協議会負担金　　1,333千円
　・負担先：高知県ゆず振興対策協議会
　・負担率：定額
　・負担内容：ゆず果汁及び青果のPR活動等
              に必要な経費

　事務費　　　　　　　　　　　624千円
　・旅費

10,000
(10,000)

399,112
(399,112)

拡充 ゆず振興対策事業費

拡充 レンタルハウス整備事
業費

農業振興部

産地づくり課

　事務費の精査を行いました。

　ゆず需給調整対策事業費補助金について、課長査定では
ゆずの需給調整対策に対する考え方が確認できず予算計上
を見送っていましたが、部長査定では、昨年度の大豊作時
の緊急対策を踏まえ、今後のゆず振興のために、販売促進
とは別に関係者による需給調整の枠組を確立する必要性の
整理ができたため予算計上しました。

農業振興部

産地づくり課
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

23,381
(23,381)

財
政
課
長

22,256
(22,256)

要
求

24,359
(24,359)

拡充 こうち野菜果実販路開
拓事業費

18,665
(18,665)

23,381
(23,381)

　消費流通構造の変化に対応するため、市場から先の
マーケットとの関係を強化し、販路開拓、販路拡大を
推進する。

　新需要開拓マーケティング協議会負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　8,830千円
　・負担先：新需要開拓マーケティング協議会
　・負担率：１/２
　
  新園芸ブランド確立事業費補助金　4,500千円
　・補助先：園芸連
　・補助率：２/３
　・補助対象：生産から販売までのプロセスの
　　　　　　　「見える化」や、環境保全型農
　　　　　　　業の取組等を消費者に伝えるこ
　　　　　　　とによる園芸品のブランド化に
　　　　　　　要する経費

　特産野菜等コラボレーション事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　 　　　　2,000千円
　・補助先：市町村等
　・補助率：１/２
　・補助対象：地域の一次産品や観光資源等を
  　　　　　　ツールとしてストーリー性を持
　　　　　　　たせた販売促進に要する経費

　事務費等　　　　　　　　　　　　8,051千円
　・旅費、需用費等

農業振興部

流通支援課

　新園芸ブランド確立事業費補助金について、課長査定で
は従来の県の園芸連との負担割合と同じ１／２の補助率と
していました。
　部長査定では、新園芸ブランドの県内全域への波及効果
や、県の産業振興計画での位置づけの重要性についての整
理がついたため補助率を２／３としました。
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

8,248

財
政
課
長

8,248

要
求

8,572

総
務
部
長

財
政
課
長

45,109
(31,114)

要
求

40,837
(32,578)

12,374

37,822
(30,589)

45,109
(31,114)

要求と査定過程

　土佐の木販売促進事業費補助金について、補助率を精査
しました。
　また、ふるさと雇用再生県産材需要拡大サポート事業委
託料について、要求では、営業職員2名雇用としていました
が、県外営業の必要性を考慮し、営業職員3名雇用としまし
た。
　その他事務費について、精査しました。

　県産材の県外における販路拡大のため、ＰＲや関係
者とのネットワーク形成を行う。

　土佐の木の住まい普及推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,800千円
　・補助先：県外工務店等
　・補助率：県産材1㎥当たり5千円
　・補助対象：年間ＰＲ計画に基づくＰＲ活動の経費

　土佐の木販売促進事業費補助金　9,470千円
　・補助先：土佐材流通促進協議会等
　・補助率：1/2以内
　・補助対象：セミナー・展示会開催経費等

　ふるさと雇用再生県産材需要拡大サポート
　事業委託料　　　　　　　　　　　　13,984千円
　・委託先：(社)高知県木材協会
　・委託方法：随意契約

　販売拡大拠点設置事業費補助金　8,024千円
　・補助先：土佐材流通促進協議会
　・補助率：定額
　・補助対象：県外流通拠点における取扱手数料

　その他事務費　5,831千円
　・賃金、旅費等

林業振興・環境
部

木材産業課

林業振興・環境
部

木材産業課

　大型製材工場の誘致や、県内事業者起業による大型
製材工場の設立を促進するために必要な調査や起業プ
ラン作成の支援を行う。

　大型製材工場誘致推進事業委託料　6,315千円
　・委託先：民間コンサルティング会社
　・委託方法：随意契約

　大型製材工場設置促進事業委託料　5,161千円
　・委託先：民間コンサルティング会社
　・委託方法：プロポーザル

　その他事務費　898千円
　・旅費、賃借料

　事業の内容及び実施方法を精査しました。

県産材外商推進対策事
業費

県産材加工流通システ
ム整備事業費

新規

拡充
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

208,808
(105,754)

財
政
課
長

104,900
(53,800)

要
求

104,195
(53,358)

総
務
部
長

財
政
課
長

50,438
(142)

要
求

50,576
(142)

拡充

新規

木の香るまちづくり推
進事業費

木造住宅総合推進事業
費

　木の香るまちづくり推進事業費補助金の公共的空間整備
に対する補助について、呼び水効果を考慮して事業の改善
を図る観点から、木質化に係る補助対象を玄関・ロビーに
限定しました。また、木造に対するメニューについては、
国経済対策による基金を活用することとして、H23は休止す
ることとしました。

林業振興・環境
部

木材産業課

50,438
(142)

　木の魅力をＰＲし、県産材の需要拡大を図るため、
県産材を積極的に利用した公共的施設等の木質化に対
して、助成を行う。

　木の香るまちづくり推進事業費補助金　50,000千円
　・補助先：市町村、社会福祉法人、医療法人等
　・補助率：1/2
　・補助上限：5,000千円
　・補助対象：公共的空間、学校関連環境、観光関連
　　　　　　　施設等の整備等

　パンフレット作成委託料　93千円
　・委託先：民間業者
　・委託方法：随意契約

　事務費　345千円
　・旅費、役務費等

31,147
(147)

　木材の需要拡大を図るため、新築に加え、増築、リ
フォームや内装材の活用も助成対象とした、新たな制
度を創設する。

　こうちの木の住まいづくり助成事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　209,980千円
　・補助先：住宅取得者、住宅所有者
　・補助率：13,500千円/m3（構造材等）
　　　　　　2,000千円/m2（内装材）
　　　　　　200千円/棟（団地加算）
　　　　　　300千円/棟（長期優良加算）
　・補助上限：1,000千円(加算を加えて1,500千円)
　・補助対象：県産乾燥材を活用した住宅の新築、
　　　　　　　増築、リフォームに係る経費

　リーフレット等作成委託料　1,706千円
　・委託先：民間業者
　・委託方法：随意契約

　その他事務費　2,722千円
　・賃金、役務費等

林業振興・環境
部

木材産業課

　こうちの木の住まいづくり助成事業費補助金について、
新築に加えて増築やリフォームも助成対象物件とすること
としたほか、構造材に加えて内装材を助成対象としまし
た。そのため、採択件数の見込みを精査したうえで、必要
な予算を措置しました。
　また、その他事務費について、精査のうえ必要な予算を
措置しました。

214,408
(108,554)

133,241
(73,385)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

47,735
(24,308)

財
政
課
長

47,735
(24,308)

要
求

54,467
(30,468)

総
務
部
長

財
政
課
長

798,178
(79,054)

要
求

798,178
(648,017)

　クレジット販売促進に係る事務費について精査しまし
た。

　財源について、国経済対策による基金（地域活性化・公
共投資交付金）を活用することとし、一般財源を節減しま
した。

林業振興・環境
部

環境共生課

林業振興・環境
部

環境対策課

エコサイクルセンター
設置推進事業費

　環境の保全、産業・経済の健全な発展を図るため、
(財)エコサイクル高知が実施しているモデル的産業廃
棄物処理施設の建設を支援する。

　エコサイクルセンター建設事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　718,963千円
　・補助先：(財)エコサイクル高知
　・補助率：定額
　・補助対象：エコサイクルセンターの建設事業費

　地域振興対策交付金　77,640千円
　・交付先：日高村

　事務費　1,575千円
　・旅費、需用費等

798,178
(79,054)

40,167
(23,104)

491,108
(151,641)

47,735
(24,308)

　Ｊ－ＶＥＲ制度を活用し、地球温暖化の防止や森林
の再生を目指す。

　木質資源エネルギー活用事業委託料　16,185千円
　・委託先：住友大阪セメント
　・委託方法：随意契約

　オフセット・クレジット認証センター運営等委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　　20,230千円
　・委託先：(社)高知県山林協会
　・委託方法：随意契約

　ふるさと雇用再生オフセット・クレジット検証人
　育成等事業委託料　　　　　　　　　5,896千円
　・委託先：高知県産業振興センター
　・委託内容：随意契約

　その他事務費　5,424千円
　・報償費、旅費等

拡充 オフセット・クレジッ
ト推進事業費

36 / 45 ページ



平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

13,626
(824)

要
求

66,767
(54,444)

総
務
部
長

2,848
(2,848)

財
政
課
長

[保留]
[348]

[(348)]

要
求

2,939
(2,939)

総
務
部
長

[保留]
[17,000]

[(17,000)]

財
政
課
長

[保留]
[17,000]

[(17,000)]

要
求

17,000
(17,000)

新規 緊急雇用
創出臨時
特例基金

新規 　黒潮町が設立するかつお漁業振興基金（仮）への補助か
ら、活餌供給事業における自然災害等が原因で発生する死
亡活餌の再補給に対する補助へと見直しました。

2,848
(2,848)

資源管理・漁業所得補
償対策事業費

17,000
(17,000)

水産物ブランド化推進
事業費補助金

　一部の事業について、熟度、有効性の検討が充分でない
との判断から予算計上に至りませんでした。

　新たに始まる国の「資源管理・漁業所得補償対策制
度」について、漁業者等への制度の周知や、資源管理
計画の作成支援等を行う。

　重点分野雇用創造資源管理・漁業所得補償対策
　事業委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　12,802千円
　・委 託 先：高知県漁業組合連合会
　・委託内容：制度の周知、資源管理計画作成
　　　　　　　支援等
　事務費　　　　　　　　　　　824千円
　・旅費等

　要求どおり。新規

要求と査定過程

水産振興部

合併流通支援課

　かつお漁業振興のため、黒潮町の活餌供給事業にお
けるリスク対策に対し助成する。

　かつお一本釣漁業用活餌供給事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　2,500千円
　・補助先：黒潮町
　・補助率：1/2以内
　・補助期間：平成23～25年度
　・補助対象：自然災害等により死亡した
　　　　　　　活餌の再補給に係る費用

　事務費　　　　　　　　　348千円
　・旅費

水産振興部

水産政策課

13,626
(13,626)

かつお・まぐろ漁業振
興対策事業費（かつお
一本釣漁業用活餌供給
事業費補助金）

水産振興部

漁業振興課

　漁協等が行う県産水産物の地産外商の推進や宗田節
振興及びマリン・エコラベルの認証取得のためのソフ
ト事業を補助する。

　水産物ブランド化推進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　17,000千円
　（地産外商等ソフト事業）
　・補助先：市町村等
　・補助率：1/2以内
　・補助限度額：1団体あたり2,500千円
　（エコラベルの認証取得事業）
　・補助先：漁協、漁業者グループ等
　・補助率：1/2以内
　　　　　（高知県地産外商公社は10/10
　　　　　　1,000千円を限度）
　・補助限度額：1団体あたり1,000千円
　　　　　　　（流通加工段階認証は500千円）
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

100,785
(99,343)

要
求

101,926
(100,463)

総
務
部
長

179,787

財
政
課
長

51,787

要
求

1,154,678

　塀の安全対策に対する補助の必要額について精査しまし
た。

宿毛湾港臨海土地造成
事業費
（港湾整備事業特別会
計）

78,037 179,787 　宿毛湾港工業流通団地への企業誘致を促進するため
未造成地の整備を実施するとともに、宿毛市土地開発
公社が先行取得している用地を再取得する。

　工事請負費（7.5ha）     128,000千円
　
  公有財産購入費
　・計画区域外(4,768㎡)　  51,713千円
　
  事務費　74千円
　・旅費

土木部

港湾・海岸課

　財政課長査定では、公有財産購入費について精査し22年
度2月補正予算に前倒しして計上することとともに、用地造
成の必要性について整理が必要なことから工事請負費を未
計上としていました。
　総務部長査定において必要性が認められたため予算化す
ることとしました。

要求と査定過程

拡充 住宅耐震対策事業費 101,415
(99,835)

100,785
(99,343)

　南海地震に備え、既存住宅の耐震診断や耐震改修設
計、耐震改修に対する助成等を行うことで安全な住宅
ストックの形成を図る。（H23年度から木造住宅に加
え非木造住宅を対象とする。）

　住宅耐震化促進事業費補助金   97,900千円
　・補助先：市町村
  ・補助率：1/4以内
　・補助限度
　  　耐震診断　7.5千円/戸
  　  耐震改修設計　50千円/戸
      耐震改修　150千円/戸（塀の安全対策も対象）

　事務費　2,885千円
　・需用費、役務費等

土木部

住宅課
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

[保留]
[125,696]

[(125,696)]

財
政
課
長

[保留]
[125,696]

[(125,696)]

要
求

140,696
(140,696)

総
務
部
長

財
政
課
長

[保留]
[500,519]

[(203,231)]

要
求

607,216
(150,344)

総
務
部
長

財
政
課
長

[保留]
[2,205,714]

債務負担行為
[611,423]

要
求

3,098,829

拡充 教育版「地域アクショ
ンプラン」推進事業費

100,696
(100,696)

125,696
(125,696)

県有建築
物南海地
震対策基
金

施設整備費（南海地震
に備える施設整備費）

教育委員会

総務福利課

2,205,714

債務負担行為
611,423

1,336,291
(169,552)

　学校行事との調整等により工程等を精査し一部債務負担
行為としました。

　補助先である市町村等の要望状況を踏まえて予算額を精
査しました。

　南海地震に備え、県立学校施設の耐震補強工事等を
実施する。

　設計等委託料　　　　　　　　 162,453千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札
　
  工事請負費　　　　　 　　　2,043,261千円
　・契約先：未定
　・契約方法：競争入札

　【債務負担行為】611,423千円

教育委員会

教育政策課

要求と査定過程

　国の地域活性化交付金を活用し、平成22年度2月補正で一
部計上（135,295千円）することとしました。

　高知県教育振興基本計画を効果的に推進するため、
市町村教育委員会が主体的に取り組む教育課題解決の
ための施策に対し補助する。

　地域教育振興支援事業費補助金　125,000千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/2以内

　その他事務費　　　　　　　　　　　696千円
　・旅費、需用費等

施設整備費（既存施設
再生整備費）

　県立高校及び特別支援学校の改修などにより既存施
設の再生をはかる。

　設計等委託料　　　　　　　　　48,515千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札
　
  工事請負費　　　　　　　　　 449,804千円
　・契約先：未定
　・契約方法：競争入札
　
  その他事務費                 　2,200千円
　・補償補填及び賠償金

教育委員会

総務福利課

358,417
(287,446)

500,519
(203,231)

39 / 45 ページ



平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

425,754
(425,754)

要
求

519,501
(519,501)

総
務
部
長

[保留]
[8,564]

[(8,564)]

財
政
課
長

[保留]
[8,564]

[(8,564)]

要
求

8,597
(8,597)

　補助先である市町村等が前倒し実施したため平成22年度2
月補正で一部対応しました。

　委託料について精査しました。新規 学力向上推進対策費
（外国語教育推進プラ
ン）

8,564
(8,564)

　中学生の英語学力を向上させるため、学力の下支え
となる、単語、熟語等を繰り返し書いて練習する学習
シートを作成・配付する。

　学習問題作成委託料　　　　　  8,564千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札

教育委員会

小中学校課

教育委員会

総務福利課

425,754
(425,754)

　南海地震に備え、公立学校の耐震性を向上させるた
めの事業を支援する。

　公立学校施設耐震診断支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　19,131千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/3以内

　公立小中学校耐震化促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　 406,623千円
　・補助先：市町村、学校組合
　・補助率：1/6以内

公立学校耐震化促進事
業費

477,225
(477,225)
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

[保留]
[2,510]

[(2,510)]

財
政
課
長

[保留]
[2,510]

[(2,510)]

要
求

3,874
(3,874)

総
務
部
長

73,445
(52,886)

財
政
課
長

64,152
(52,874)

要
求

78,933
(54,514)

総
務
部
長

財
政
課
長

[保留]
[699,970]

[(86,703)]

要
求

699,970
(53,232)

　委託料について精査しました。教育委員会

小中学校課

新規

　ニートやフリータ―といった若者が増加している情
勢に対応し、生徒が勤労観や職業観を育成し将来の展
望や目的意識を持つことができるようキャリア教育の
推進等を行い、高校生の就職支援を図る。

　その他事務費　　　　　　　　73,445千円
　・講師謝金、旅費等

2,510
(2,510)

拡充 就職支援対策事業費 48,360
(48,286)

539,186
(409,397)

　財政課長査定では、一部の事業の有効性等について整理
が必要なことから予算化を見送っていましたが、総務部長
査定で再度精査し予算化しました。

　要求どおり。　老朽化した土佐海援丸を建造する。

　施工管理委託料　　　　　　　8,201千円
　・契約先：民間企業
　・契約方法：随意契約（H22契約済み）

　建造工事請負費　　　　　　687,214千円
　・契約先：民間企業
　・契約方法：一般競争入札(H22契約済み）

　その他事務費　　　　　　　　4,555千円
　・使用料及び賃借料、旅費

教育委員会

高等学校課

　児童生徒（対象：小5・中2）の理科学力を向上させ
るため、理科に対する興味・関心を高め、科学的な思
考力や表現力を育成する問題集を作成・配付する。

　学習問題作成委託料　　　　　　2,510千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札

学力向上推進対策費
（理科教育推進プロ
ジェクト）

教育委員会

高等学校課

73,445
(52,886)

699,970
(86,703)

地域活性
化・公共
投資臨時
交付金

水産指導実習船建造事
業費
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

0

要
求

75,148
（75,148）

総
務
部
長

財
政
課
長

0

要
求

131,818
（78,953）

総
務
部
長

財
政
課
長

52,641

要
求

52,641
（52,641）

教育委員会

生涯学習課

新図書館等整備事業費

図書館活動費
図書館障がい者サービ
ス事業費
市町村支援事業費
（図書購入費）

拡充

新規

教育委員会

生涯学習課

　国の地域活性化交付金を活用し、平成22年度2月補正で計
上（74,207千円）することとしました。

25,000
（25,000）

　県立図書館の開館に備え、蔵書計画の前倒しにより
図書の充実を図る。

　その他事務費

　地域活性化・公共投資臨時基金を活用することとしまし
た。

教育委員会

スポーツ健康教
育課

　新県立図書館の整備に向け、基本設計等を実施す
る。

　基本設計等委託料
　設備整備工事請負費
　その他事務費

要求と査定過程

　国の地域活性化交付金を活用し、平成22年度2月補正で計
上（132,777千円）することとしました。

　熱中症対策のため、武道館に空調設備を整備するた
めの工事を行う。

　武道館空調設備整備工事請負費　　　　52,641千円
　・契約先：未定
　・契約方法：競争入札

52,641県立スポーツ施設管理
運営費

新規
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容要求と査定過程

総
務
部
長

財
政
課
長

145,903
（145,903）

要
求

145,750
（145,750）

総
務
部
長

財
政
課
長

45,856

要
求

46,678
（46,678）

　補助対象経費について精査しました。145,903
（145,903）

　高知球場にナイター設備を設置するための経費を助
成する。

　野球場夜間照明設置特別対策事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　145,903千円
　・補助先：高知市
　・補助率：定額
　・補助内容：照明設備工事実施に係る高知市の
　　　　　　　実質負担額

教育委員会

スポーツ健康教
育課

野球場夜間照明設置特
別対策事業費

新規 新弓道場整備事業費 45,856 　新県立弓道場の実施設計及び土地造成工事等を行
う。

　実施設計等委託料　　　　　　　　　　22,264千円
　・委託先：未定
　・契約方法：競争入札

　造成工事請負費　　　　　　　　　　　23,362千円
　・契約先：未定
　・契約方法：競争入札

　その他事務費　　　　　　　　　　　　　230千円
　・役務費

　建築面積の精査を行うとともに、地域活性化・公共投資
臨時基金を活用することとしました。

教育委員会

スポーツ健康教
育課
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

新規
総
務
部
長

0

財
政
課
長

0

要
求

40,015
(12,151)

総
務
部
長

29,304
(19,636)

財
政
課
長

[保留]
[29,304]

[(19,636)]

要
求

28,477
(18,809)

23,736
(19,792)

78,439
(78,439)

29,304
(19,636)

要求と査定過程

　基本設計委託料について精査しました。　警察業務の円滑な推進のため、警察署再編計画に基
づき施設整備を行う。

　高知東署（仮称）建設事業
　・新築工事請負費 　13,828千円
　・新築工事監理委託料　148千円
 
  新南国署(仮称)建設事業
　・基本設計委託料　　　　　 15,328千円

公安委員会

公安委員会　県民の安全・安心の確保に向けた地域の防犯、防災
の基礎づくりを進めるため、地域住民の要望に基づき
高知市内に街頭防犯カメラを設置するとともに、商店
街等による自主的な街頭防犯カメラ設置を支援する。
　
　街頭防犯カメラ設置支援モデル事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17,086千円
　・補助先：商店街、町内会等
　・補助率：1/2

　備品購入費　　5,635千円
　・設置場所　高知市追手筋周辺
　・設置台数　１カ所４カメラ
　
　事務費　　1,015千円
　・旅費、需用費

　中心市街地の商店街等への街頭防犯カメラの設置は、県
民の理解を得ながら段階的に進めていくこととし、直接設
置するカメラの台数を精査し、あわせて別途商店街等によ
る自主的な街頭防犯カメラ設置を支援するため補助制度を
創設することとしました。

警察署再編整備費

街頭防犯カメラ設置事
業費
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平成２３年度当初予算の要求・査定概要

単位：千円

新規
拡充

交付金・
基金等名

事業名等
H22予算額

（一般財源）
H23予算額

（一般財源）
内容 部・課名 要求に対する査定内容

総
務
部
長

財
政
課
長

2,735,327

要
求

2,748,590

360,267 2,735,327 　安芸保健医療圏の中核病院として、他の医療機関と
連携をとりながら、圏域内の２次医療をほぼ完結でき
る医療体制を構築することを目指して、新しい安芸地
域県立病院（仮称）を整備する。

　病院本体主体工事等　2,603,465千円

　建設事務費　131,862千円

要求と査定過程

公営企業局

県立病院課

　建設事務費を精査しました。安芸地域県立病院（仮
称）整備事業費

一部地域
医療再生
臨時特例
基金
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